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１． 平成 20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績           （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 税引前利益 当期純利益 

 百万円     ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％

20 年 3 月期 9,068,928 (△0.4) 519,481  ( 13.0) 434,993  (△0.9)   281,877  ( 29.8)

19 年 3 月期 9,108,170 ( 2.4) 459,541  ( 10.9) 439,144 ( 18.3)   217,185  ( 40.7)

 

 1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
税引前利益率 

売 上 高 
営業利益率 

 円   銭 円    銭 ％ ％ ％ 

20 年 3 月期 132 90 132 90 7.4 5.7 5.7 

19 年 3 月期 99 50 99 50 5.6 5.5 5.0 

(参考) 持分法による投資利益  20 年 3 月期 △9,906 百万円    19 年 3 月期  1,035 百万円 
 

(2)連結財政状態 

（注）株主資本の金額は、米国会計基準に従い表示しています。 

 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 
キ ャッシュ･フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ･フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キ ャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高

      百万円  百万円      百万円         百万円

20 年 3 月期     466,058 △ 61,371 △ 203,548   1,214,816 

19 年 3 月期     532,557 △ 567,808 △ 427,703   1,236,639 
 

２． 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日）
第１ 

四半期末 
中間期末 

第３ 

四半期末
期末 年間 

配当金総額 

（年間） 

配当性向

（連結）

株主資本

配当率 

（連結）

 円    銭 円    銭 円    銭 円   銭 円   銭 百万円 ％ ％

19 年 3 月期 － － 15 00 － － 15 00 30 00 65,088 30.2      1.7 

20 年 3 月期 － － 17 50 － － 17 50 35 00 73,871   26.3      1.9 

21 年 3 月期 

（予想） 
－ － 22 50 － － 22 50 45 00 

 
30.5  

 

（注）株主資本配当率の計算は、米国会計基準の株主資本の金額を用いて計算しています。 

 

３．平成 21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 
  （％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 税引前利益 当期純利益 

１株当たり
当期純利益

  百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 円   銭

第２四半期連結累計期間 4,390,000 (△3.0) 200,000 (△9.1) 181,000 (△ 3.5) 105,000 (△ 0.1) 49 97

通 期 9,200,000 (  1.4) 560,000 (  7.8) 500,000 (  14.9) 310,000 (  10.0)   147 54

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭  

20 年 3 月期 7,443,614 3,742,329 50.3  1,781 11 

19 年 3 月期 7,896,958 3,916,741 49.6  1,824 89 
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４． その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

新規：1社（連結子会社に変更）      [社名：㈱IPS アルファテクノロジ] 

除外：1社（持分法適用関連会社に変更） [社名：日本ビクター㈱] 

 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更        無 

② ①以外の変更               無 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3月期 2,453,053,497 株 19 年 3 月期 2,453,053,497 株 

② 期末自己株式数            20 年 3月期    351,936,341 株 19 年 3 月期    306,769,039 株 

③ 期中平均株式数           20 年 3月期  2,120,986,052 株 19 年 3 月期 2,182,791,138 株 

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、連結財務諸表注記 2 の「１株当たり情

報」をご覧ください。 
 

（参考）個別業績の概要 
 

平成 20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日～平成 20 年 3 月 31 日） 

(1)個別経営成績                               （％表示は対前期増減率） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

          百万円    ％ 百万円   ％          百万円     ％          百万円     ％

20 年 3 月期 4,862,220 （ 2.4） 132,772 (△6.5) 211,143 ( 49.1) 100,300 (   1.5)

19 年 3 月期 4,746,868 （ 6.1） 141,989 ( 15.2)  141,602 (△34.6) 98,803 ( 383.3)
 

 1 株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 

1 株当たり当期純利益 

 円    銭 円    銭 

20 年 3 月期 47 29 47 29 
19 年 3 月期 45 26 45 26 

   
(2)個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円    百万円 ％        円  銭    

20 年 3 月期 4,604,441 2,473,895 53.7   1,177 42 

19 年 3 月期 4,816,679 2,664,413 55.3   1,241 41 

（参考） 自己資本 20 年 3 月期  2,473,895 百万円  19 年 3 月期  2,664,413 百万円 
 
 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より持分法適用関連会社となっております。 
したがって、それ以降の日本ビクター㈱およびその連結子会社の業績は、当期連結業績および連結業績予

想の売上高･営業利益･税引前利益に含まれておりません。 
なお、これに伴う前年実績の変更はしておりません。 
当社は米国会計基準を適用しているため、リース取引に関する会計基準（企業会計基準第 13 号）適用に

係る連結業績予想への影響はありません。 
 

業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 
業績予想の前提となる仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、「経営成績及

び財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞をご覧ください。 
 

 



  

 

経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００８年３月期（２００７年度）の概況 

 

(a) 経営成績（連結） 
当年度のエレクトロニクス業界では、原油・原材料価格が高止まりする一方で、グロー

バル競争が厳しさを増すなか、デジタル商品を中心とした価格下落に歯止めがかからず、

国内外ともに厳しい状況が続きました。このような経営環境のなか、２００７年度は、３

ヵ年中期経営計画「ＧＰ３計画」の初年度として、成長戦略を加速する取り組みを推進し

ました。当社は、あらゆる事業活動の成果をすべて商品へと結実させ、お客様価値の創造

に貢献する「モノづくり立社」の実現に向け、事業領域や地域を超えた連携を推進し、設

計や品質、調達、物流、海外販売など、商品を生み出すプロセス全体の革新を進めました。 

具体的には、成長戦略の核として経営に大きく貢献する「Ｖ商品」を引き続き強化し、

占有率の向上に努めました。戦略事業であるプラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）事業

については、国内第４工場の稼動を２００７年６月から始め、１１月には国内第５工場の

建設に着手しました。海外事業については、市販商品の二桁増販を目標に取り組みました。

欧米に加え新興国市場での成長を加速するため、新たにロシア、ブラジル、インドにおけ

る増販体制を構築し、最先端商品の訴求を進めました。 

このような取り組みを進めるなか、当年度の連結売上高は９兆６８９億円とほぼ前年並

みとなりました。これは主に、デジタルＡＶ商品や白物商品などを中心に全ての部門で増

収を達成しましたが、日本ビクター㈱およびその連結子会社（以下、日本ビクターグルー

プ）が２００７年８月より持分法適用関連会社となったことに伴い、それ以降の日本ビク

ターグループの売上高が連結売上高に含まれていないことによるものです。 

商品部門別に見ますと、ＡＶＣネットワーク分野の売上高は、４兆１８億円（前年比６％

増）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、薄型テレビやデジタルカメラなど

のデジタルＡＶ商品の売上が好調で、前年比８％増となりました。情報・通信機器部門は、

カーエレクトロニクス機器や移動体通信などが堅調に推移し、前年比５％増となりました。 

アプライアンス分野の売上高は、エアコンや冷蔵庫などの白物商品の売上が好調で、１

兆２,８３０億円（前年比６％増）となりました。 

デバイス分野の売上高は、一般電子部品などの売上が堅調で、１兆１,５０３億円（前

年比２％増）となりました。 

電工・パナホーム分野の売上高は、１兆７,３０７億円（前年比２％増）となりました。

松下電工は、住宅着工数の減少により住建の売上が低調でしたが、電材、電子材料などが

好調で増収となりました。一方、パナホームは、住宅市況の悪化などにより僅かに減収と

なりました。 

日本ビクターの売上高は、１,８０５億円となりました。 

 その他分野の売上高は、ＦＡ機器が好調なこともあり、７,２２６億円（前年比８％増）

となりました。 

 

 

 

 



  

 

利益につきましては、原油・原材料価格の高騰やグローバルな価格競争激化の影響はあ

りましたが、日本ビクターの影響を除く売上増や、材料費や固定費のコスト合理化を推進

したことにより、営業利益は５,１９５億円（前年比１３％増）となりました。しかし、

営業外費用として、早期退職一時金や保有株式の評価損、固定資産の減損などの計上を行

ったことにより、税引前利益は４,３５０億円（前年比１％減）となりました。当期純利

益は、法人税等の減少により２,８１９億円（前年比３０％増）となり、過去最高額を更

新しました。 

 

(b)財政状態（連結） 

当年度の営業活動により増加したキャッシュ・フローは４,６６１億円となりました。

これは主に、当期純利益や減価償却費等によるものです。投資活動に使用したキャッシ

ュ・フローは６１４億円となりました。これは、定期預金の減少に伴う収入はありまし

たが、ＰＤＰ（プラズマディスプレイパネル）や半導体などの重点分野を中心に実施し

た有形固定資産の購入に伴う支出４,１８７億円によるものです。また、財務活動に使用

したキャッシュ・フローは２,０３５億円となりました。これは主として、自己株式の取

得および配当金の支払によるものです。これらの結果に加え、為替変動や日本ビクター

グループが当年度において持分法適用関連会社となったことによる現金及び現金同等物

の減少２,２３０億円により、当年度末の現金及び現金同等物の残高は１兆２,１４８億

円となり、前年度末に比べ２１８億円減少しました。 

また、総資産は当年度末で７兆４,４３６億円となり、前年度末に比べ４,５３３億円

減少しました。株主資本は当年度末で３兆７,４２３億円となり、前年度末に比べ

１,７４４億円減少しました。これは、その他の剰余金が増加しましたが、自己株式取得

による減少とその他の包括利益累積額の減少などによるものです。 

 

（２）２００９年３月期（２００８年度）の見通し 

 

  ２００８年度の当社を取り巻く経営環境は、米国におけるサブプライムローン問題を発

端とする世界経済の先行き不透明感に加え、さらなる円高の進行、原油・原材料価格の高

騰やグローバルな価格競争激化など、予断を許さない状況が続くものと思われます。この

ような厳しい状況のなかで、当社は、中期経営計画「ＧＰ３計画」の中間年度として、し

っかりと成果をあげて計画達成への流れをつくる年にしなければなりません。「成長を軌

道に乗せる」「収益体質を強化する」の２点を基軸に、「海外二桁増販」「４つの戦略事

業」「モノづくりイノベーション」「エコアイディア戦略」を重点テーマとして、着実な

実践を図ってまいります。 

 現時点における業績見通しは、下記のとおりです。 

 

・連結業績見通し(年間) 

          売    上    高  ９兆２,０００億円（前年比  １０１％） 

          営 業 利 益    ５,６００億円（前年比 １０８％） 

          税 引 前 利 益    ５,０００億円（前年比  １１５％） 

          当 期 純 利 益       ３,１００億円（前年比 １１０％） 

 

（注） 営業外損益（６００億円の損失）の見通しには、事業構造改革費用２５０億円等を含んでおります。 



  

 

（３）会社の利益配分に関する基本方針 

 

当社は、創業以来一貫して、株主に対する利益還元を最も重要な政策のひとつと考えて

経営にあたってまいりました。２００４年度から中期成長戦略の実行と併せ、業績に応じ

て、「配当」と「自己株式取得」による積極的かつ総合的な株主還元を実施しております。 

配当については、株主からの投下資本に対するリターンとの見地から、連結業績に応じ

た利益配分を基本とします。２００７年度から２００９年度までの中期経営計画「ＧＰ３

計画」における成長戦略の成果として、連結当期純利益をベースに、安定的かつ継続的な

増配をめざしています。配当性向については、連結当期純利益に対して、３０～４０％を

目安としています。 

自己株式の取得については、戦略投資や財務状況を総合的に勘案しつつ、「ＧＰ３計

画」において創出したキャッシュフローにより、１株当たりの株主価値と資本収益性の向

上を目的とした機動的な自己株式取得を実施いたします。 

上記の株主還元方針に基づき、２００７年度は、中間配当として１株当たり１７円５０

銭を実施しており、期末配当１７円５０銭と合計で１株当たり３５円の年間配当を実施す

る予定です。２００８年度につきましては、１株当たり４５円の年間配当を実施する予定

です。 

２００８年度の自己株式取得の詳細につきましては、本日付のリリース「自己株式の取

得に関するお知らせ」をご参照ください。 

 

＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されています

のでご参照ください。 
 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 松下グループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持する松下グループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および

繰延税金資産の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素 

 

以 上 
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企  業  集  団  等  の  状  況  
 

１．企業集団等の概況 

当社グループが営んでいる主な事業内容と、各関係会社等の当該事業に係る位置付けおよび事業

の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 
当社グループは、当社および連結子会社 555 社を中心に構成され、総合エレクトロニクスメーカ

ーとして関連する事業分野について国内外のグループ各社との緊密な連携のもとに、生産・販売・

サービス活動を展開しております。その製品の範囲は、電気機械器具のほとんどすべてにわたって

おり、「ＡＶＣネットワーク」「アプライアンス」「デバイス」「電工・パナホーム」「その他」の

５事業区分から構成されております。 

なお日本ビクター㈱およびその連結子会社が 2007 年 8 月より持分法適用関連会社に変更となった

ことに伴い、2008 年 3 月 31 日時点の事業区分に「日本ビクター」を含んでおりません。 

※事業区分ごとの主な構成は「セグメント情報」の（注）を参照。 

 

２．事業の系統図 

2008 年 3 月 31 日現在  
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 〔製造会社〕
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客 

〔製造会社〕

〔製造会社〕

＜海外販売会社＞ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ  ｲｷﾞﾘｽ㈱ 他 

〔製造会社〕
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そ
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＜国内販売会社＞ 
松下制御機器㈱ 
埼玉西ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 他 
＜海外販売会社＞ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工中国㈲ 他 

〔製造会社〕

〈
国
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〉
〈
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〉
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〉

〈
海
外
〉
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パ
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＜国内販売会社＞ 
ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ｺ ﾝ ｼ ｭ ｰ ﾏ ｰ 
ﾏ ｰ ｹ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ㈱  他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱

ﾊﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ｺ ﾐ ｭ ﾆ ｹ ｰ ｼ ｮ ﾝ ｽ ㈱゙ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱他 

ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ  ﾉ ｰ ｽ ｱ ﾒ ﾘ ｶ ㈱ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ ﾁｪｺ㈲他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 
松 下 溶 接 シ ス テ ム ㈱ 他 

 ﾊ゚ ﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘー ｿﾘｭー ｼｮﾝｽ゙  ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙー㈱ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ溶接ｼｽﾃﾑ唐山㈲他

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱ 
松 下 電 池 工 業 ㈱ 他 

松 下 冷 機 ㈱

松下エコシステムズ㈱他 

ﾊ ﾟ ﾅ ｿ ﾆ ｯ ｸ H A ｴ ｱ ｺ ﾝ広 州 ㈲ 
ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ冷機ﾃﾞﾊﾞｲｽ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ㈱他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ ｱﾒﾘｶ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ ﾏﾚｰｼｱ㈱他 

松下電工インテリア照明㈱他 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工ﾌｫｽﾛ･ｼｭﾜｰﾍﾞ㈲他 
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３．主要な子会社 

当社グループの連結子会社の中で、国内の証券市場に公開している会社は次のとおりであります。 

（会社名）                  （株式公開市場） 

松下電工㈱                  東京・大阪・名古屋 

パナホーム㈱                 東京・大阪 

サンクス㈱                  東京・名古屋 

松下電工インフォメーションシステムズ㈱    東京 

 



 

経  営  方  針 

 

(1)会社経営の基本方針 

当社は創業以来、「事業活動を通じて、世界中の人々の暮らしの向上と、社会の発展に貢献する」

という経営理念をすべての活動の指針として、事業を進めてまいりました。今後さらに世界の優良

企業への成長をめざして、株主や投資家、お客様、取引先、従業員をはじめとするすべての関係者

の皆様にご満足いただけるよう、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。 

 

(2)会社の経営戦略と対処すべき課題 

２００８年度は、新興国経済については引き続き高成長が見込まれますが、サブプライムローン

問題や、原油をはじめとする資源・エネルギー価格の高騰、為替の変動リスクなど、世界経済の先

行きには不透明感があります。エレクトロニクス業界も、北京オリンピックに向けた需要増などか

ら堅調な成長が見込まれる一方で、予想以上の価格低下の進行や、米国や日本の住宅市況低迷が長

期化するリスクを抱えており、予断を許さない状況にあります。 
このような経営環境のなか、２００８年度は、「ＧＰ３計画」の中間年度として、しっかりと成

果をあげて計画達成への流れをつくる年にしなければなりません。「成長を軌道に乗せる」「収益

体質を強化する」の２点を基軸に、「海外二桁増販」「４つの戦略事業」「モノづくりイノベーショ

ン」「エコアイディア戦略」を重点テーマとして、着実な実践を図ってまいります。 
「海外二桁増販」では、主戦場である欧米で着実な取り組みを推進するとともに、 
ＢＲＩＣｓ＋ベトナムでの成長の加速、北京オリンピックによる需要の喚起、アプライアンス商品

のさらなる海外展開を図ります。「４つの戦略事業」については、デジタルＡＶ、カーエレクトロ

ニクス、生活快適実現、半導体・デバイスのそれぞれの事業において商品力の強化を図るとともに、

相互に連携することで相乗効果を拡大してまいります。特に、薄型テレビ事業については、プラズ

マテレビで大画面市場を牽引するとともに、２００８年８月には兵庫県姫路市に液晶パネル工場を

着工し、液晶パネルの安定調達と液晶テレビ事業の垂直統合型事業構造への転換を進めてまいりま

す。「モノづくりイノベーション」では、原価低減プロセスの徹底追求、Ｖ商品のさらなる強化を

図ります。「エコアイディア戦略」では、業界№１の省エネ性能をもつ商品の拡大や、生産活動に

おけるＣＯ２排出量の削減に積極的に取り組んでまいります。また、社会の皆様とともにエコロジ

ー活動の輪をひろげる取り組みも幅広く行ってまいります。 
加えて２００８年度は、５年後、１０年後を視野に入れた次世代の成長に向けた取り組みも進め

てまいります。今後も持続的に成長していくためには、既存商品、既存事業の強化に加えて、新た

な事業の育成が必要です。ドメイン間にまたがるような事業領域で、現在の商品が進化・融合して

生まれるような事業、例えばカーエレクトロニクス、モバイルＡＶ、セキュリティなどの分野で部

門間の連携を加速して、新規事業の創出に取り組んでまいります。さらには、「ネットワーク」「環

境・エネルギー」「健康」「デバイス」などの領域でも新たな可能性を追求してまいります。 
なお、当社は、株主の皆様のご承認を得られることを前提にして、２００８年１０月１日付で社

名を「パナソニック株式会社」（英文表記：Ｐａｎａｓｏｎｉｃ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）に変
更する予定です。また、現在日本国内の白物家電・住宅設備機器分野の商品に使用している



 

「Ｎａｔｉｏｎａｌ」ブランドを、２００９年度中をめどに廃止し、国内ブランドも

「Ｐａｎａｓｏｎｉｃ」に統一します。この社名変更・ブランド統一は、真のグローバル企業を目

指す決意の表明であり、全従業員が「Ｐａｎａｓｏｎｉｃ」のもとで一丸となり、グローバルにブ

ランド価値の向上に取り組んでまいります。 
また、株主重視経営の観点から、株主還元についても引き続き積極的に取り組み、成長戦略の成

果を配当と自己株式取得によって総合的に還元してまいります。 
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連  結  貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

２００７年度末 ２００６年度末  
 科          目  

（2008年 3月31日現在） （2007年 3月31日現在）  

 
増 減 

         

  流 動 資 産    3,799,194 4,198,849   △ 399,655  

   現金及び現金同等物   1,214,816 1,236,639   △ 21,823  

   定 期 預 金   70,108  225,458   △ 155,350  

   短 期 投 資    47,414  93,179   △ 45,765  

   売 上 債 権   1,085,183 1,141,010   △ 55,827  

   棚 卸 資 産   864,264 949,399   △ 85,135  

   そ の 他   517,409 553,164   △ 35,755  

  投 資    842,156 1,206,082   △ 363,926  

  有 形 固 定 資 産    1,757,373 1,642,293    115,080  

  そ の 他 資 産    1,044,891 849,734    195,157  

 資   産   合   計   7,443,614 7,896,958   △ 453,344  

  流 動 負 債    2,560,959 2,741,867   △ 180,908  

   短 期 借 入 金   156,260 223,190   △ 66,930  

   買 入 債 務   940,554 934,977    5,577  

   そ の 他   1,464,145 1,583,700   △ 119,555  

  社債及び長期借入金    232,346 226,780    5,566  

  そ の 他 固 定 負 債    393,360 460,416   △ 67,056  

  少 数 株 主 持 分    514,620 551,154   △ 36,534  

  資 本 金    258,740 258,740    －  

  資 本 剰 余 金    1,217,865 1,220,967   △ 3,102  

  利 益 準 備 金    90,129 88,588    1,541  

  そ の 他 の 剰 余 金    2,948,065 2,737,024    211,041  

  
その他の包括利益 

（△は損失）累積額 
     △  173,897 107,097   △ 280,994  

  自 己 株 式     △ 598,573  △ 495,675   △ 102,898  

  資 本 合 計              3,742,329 3,916,741   △ 174,412  

 
負債、少数株主持分 

及び資本合計 
  7,443,614 7,896,958   △ 453,344  

(注)１.米国会計基準に従い、連結貸借対照表上、少数株主持分は負債の部と資本の部の中間に 

独立の項目として表示しております。 

２.その他の包括利益（△は損失）累積額の内訳： （単位：百万円） 

  2007 年度末 2006 年度末   増 減 
 (2008 年 3 月 31 日現在) (2007 年 3 月 31 日現在) 

為 替 換 算 調 整 額            △   228,792 △  99,538 △  129,254 

     有価証券未実現損益                 45,442 160,831       △  115,389 

デリバティブ未実現損益       4,326     862 3,464 

年 金 債 務 調 整 額              5,127 44,942 △   39,815 

３.日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8月より持分法適用関連会社となっております。 
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連  結  損  益  計  算  書 

                                                                                       （単位：百万円） 

項    目 

２００７年度 

2007年4月 1 日から 

2008年3月31日まで 

２００６年度 

2006年4月 1 日から 

2007年3月31日まで 
前年比 

   ％ ％ ％

 売 上 高 9,068,928 100.0 9,108,170 100.0 100 

 売 上 原 価 6,377,240 70.3 6,394,418 70.2  

 販売費及び一般管理費  2,172,207 24.0 2,254,211 24.8  

 営 業 利 益  519,481  5.7 459,541  5.0 113 

      
 営業外損益(△は損失) △ 84,488 △ 0.9 △ 20,397 △ 0.2  

 （ 受 取 利 息 ） （ 34,371） （ 0.4）（ 30,553） （ 0.3）  

 （ 受 取 配 当 金 ） （ 10,317） （ 0.1）（ 7,597） （ 0.1）  

 （ 支 払 利 息 ） （△ 20,357） （ △ 0.2）（ △ 20,906） （ △ 0.2）  

 （早期退職一時金） （△ 32,644） （ △ 0.4）（ △ 14,198） （ △ 0.1）  

 （ そ の 他 ） （△ 76,175） （ △ 0.8）（ △ 23,443） （ △ 0.3）  

 税 引 前 利 益

 

  434,993  4.8 439,144 4.8 99 

      
 法 人 税 等  114,573 1.3    191,863  2.1  

 少 数 株 主 利 益 28,637 0.3  31,131 0.3  

 

    

持分法による投資利益

(△は損失)

 △  9,906 △ 0.1 1,035 0.0  

  当 期 純 利 益 281,877  3.1  217,185  2.4 130 

 

 

 

 

(注) １.営業外損益の「早期退職一時金」は、国内・海外グループ会社の早期退職に伴う費用です。 

 ２.営業外損益の「その他」には、保有株式の評価損および固定資産の減損損失が含まれています。 

 ３.減価償却実施額(有形)          282,102 百万円  280,177 百万円  

 ４.設備投資の実施額          449,348 百万円 418,334 百万円 

 ５.研 究 開 発 費          554,538 百万円 578,087 百万円 

 ６.従 業 員 数          305,828   人  328,645  人 

   ７.日本ビクター㈱およびその連結子会社は2007年8月より持分法適用関連会社となっております。 
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連 結 資 本 勘 定 計 算 書 

（単位：百万円） 

 

資本金 
資本 

剰余金 

利益 

準備金 

その他の 

剰余金 

その他の包括 

利益(△は 

損失)累積額 

自己 

株式 

資本 

合計 

2007 年度 
（2007 年 4月 1日～2008 年 3 月 31 日） 

 

期首残高 258,740 1,220,967 88,588 2,737,024 107,097 △495,675 3,916,741

自己株式処分差益 59  59

資本取引等による増加または減少 △3,161  △3,161

利益準備金繰入額 1,541 △1,541  ―

配当金 △69,295  △69,295

包括利益（損失）  

当期純利益 281,877  281,877

為替換算調整額 △129,254 △129,254

有価証券未実現損益 △115,389 △115,389

デリバティブ未実現損益 3,464 3,464

年金債務調整額 △39,815 △39,815

当期包括利益（損失）計  883

自己株式増減-純額  △102,898 △102,898

2007 年度期末残高 258,740 1,217,865 90,129 2,948,065 △173,897 △598,573 3,742,329

 
2006 年度 
（2006 年 4 月 1日～2007 年 3 月 31 日） 

 

期首残高 258,740 1,234,289 87,526 2,575,890 △26,119 △342,705 3,787,621

自己株式処分差益 96  96

利益準備金繰入額 1,062 △1,062  ―

配当金 △54,989  △54,989

包括利益（損失）  

当期純利益 217,185  217,185

為替換算調整額 62,793 62,793

有価証券未実現損益 15,525 15,525

デリバティブ未実現損益 △464 △464

最小年金負債調整額 △5,769 △5,769

当期包括利益（損失）計  289,270

基準書第 158 号の適用による調整 

―税効果調整後 
61,131 61,131

合計  350,401

自己株式増減-純額  △152,970 △152,970

その他 △13,418  △13,418

2006 年度期末残高 258,740 1,220,967 88,588 2,737,024 107,097 △495,675 3,916,741

（注）日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より持分法適用関連会社となっております。 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 

 
                                  (単位：百万円)    

項      目 
２００７年度 

2007 年 4 月 1 日から 

2008 年 3 月 31 日まで 

２００６年度 

2006 年 4 月 1 日から 

2007 年 3 月 31 日まで 

Ⅰ営業活動に関するキャッシュ・フロー     
１.当 期 純 利 益                281,877   217,185  
２.営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整     
(１)減 価 償 却 費                320,534   317,685  
(２)有 価 証 券 の 売 却 益               △ 14,402  △ 40,154  
(３)少 数 株 主 利 益                  28,637   31,131  
(４)売 上 債 権 の 増 加  (△ は増加 ) △ 56,677   50,012  
(５)棚 卸 資 産 の 増 加  (△ は増加 ) △ 37,372   474  
(６)買 入 債 務 の 減 少               △ 41,568   △ 61,630  
(７)退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 △ 128,937  △ 108,559  
(８)そ の 他               113,966   126,413  

計  466,058   532,557  
Ⅱ投資活動に関するキャッシュ・フロー                
１.短 期 投 資 の 純 増 減 697   26,505  
２.投資及び貸付金の売却及び回収               313,947   142,074  
３.投 資 及 び 貸 付 金 の 増 加               △ 160,423  △ 290,046  
４.有 形 固 定 資 産 の 購 入               △ 418,730  △ 411,309  
５.固 定 資 産 の 売 却 151,279   182,892  
６.定 期 預 金 の 減 少   (△ は増加 ) 166,750  △ 223,801  
７.新規連結子会社の取得に伴う支出 △ 68,309   -  
８.子会社株式の売却に伴う収入及び配当金               -   40,548  
９.そ の 他               △ 46,582  △ 34,671  

計 △ 61,371  △ 567,808  
Ⅲ財務活動に関するキャッシュ・フロー       
１.短 期 借 入 金 の 純 増 減               △ 5,815  △ 5,826  
２.従 業 員 預 り 金 の 減 少 △ 252  △ 13,951  
３.長 期 債 務 の 純 増 減               △ 45,406  △ 183,778  
４.配 当 金               △ 69,295  △ 54,989  
５.少 数 株 主 へ の 配 当 金               △ 19,807  △ 16,285  
６.自 己 株 式 の 純 増 減               △ 102,839  △ 152,874  
７.子 会 社 の 株 式 発 行 収 入 39,866   -  

計 △ 203,548  △ 427,703  
Ⅳ為替変動による現金及び現金同等物への影響額 △ 129,521   32,197  
Ⅴ連結範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の減少額 △ 93,441   -  
Ⅵ現金及び現金同等物の純増減額                △ 21,823  △ 430,757  
Ⅶ現金及び現金同等物期首残高                   1,236,639   1,667,396  
Ⅷ現金及び現金同等物期末残高                   1,214,816   1,236,639  
（注）日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より持分法適用関連会社となっております。 
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連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
 
 連結子会社数     555 社   （新規）28 社  （除外）125 社 

持分法適用関連会社数 139 社   （新規）77 社  （除外）  9 社 

※１．日本ビクター㈱およびその連結子会社は、連結子会社から持分法適用関連会社に変更

しています。 

２．㈱IPS アルファテクノロジおよびその子会社は、持分法適用関連会社から連結子会社

に変更しています。 

 
注記 
 
1. 2007 年度および 2006 年度の当期包括利益はそれぞれ 883 百万円、289,270 百万円とな

ります。当期包括利益には当期純利益に加えて、その他の包括利益累積額の増減額が含

まれております。 

 

2. １株当たり情報 
 ２００７年度 

2007 年 4 月 1 日から 

2008 年 3 月 31 日まで 

２００６年度 

2006 年 4 月 1 日から 

2007 年 3 月 31 日まで 

当期純利益   （単位：百万円） 281,877 217,185

平均発行済株式数（単位：株式数） 2,120,986,052 2,182,791,138

希薄化効果   

ストック・オプション 3,818 13,858

希薄化後発行済株式数 2,120,989,870 2,182,804,996

1 株当たり当期純利益（単位：円）   

基本的 132.90 99.50

希薄化後 132.90 99.50

 

3. 日本ビクター㈱が 2007 年 8 月 10 日付で 350 億円の第三者割当増資を実施したことに伴

い、当社の出資比率が 52.4%から 36.8%に低下いたしました。これにより、日本ビクタ

ー㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より連結子会社から持分法適用関連会社とな

っております。 

 

4. 当社は、2008 年 3 月 31 日に㈱東芝から発行済株式総数の約 15%に相当する㈱IPS アル

ファテクノロジ株式を取得したことにより、当社の議決権比率は 44.9%となりました。

また、2008 年 2 月 15 日に、㈱日立製作所との間で、諸条件が整い次第、㈱日立ディス

プレイズが保有する㈱IPS アルファテクノロジの発行済株式全株を将来的に取得する

ための契約書を締結したことにより、2008 年 3 月 31 日をもって、㈱IPS アルファテク

ノロジおよびその子会社は当社の連結子会社となりました。 
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5. 開示を省略する項目 

下記項目につきましては決算短信における開示を省略します。 

○連結財務諸表に関する注記事項 

 ・リース取引 

 ・関連当事者との取引 

 ・税効果会計 

 ・有価証券 

 ・デリバティブ取引 

 ・退職給付 

 ・ストックオプション等 

 ・企業結合等 
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重要な会計方針 
 
1. 連結財務諸表の作成基準 

当社の連結財務諸表は米国で一般に公正妥当と認められた会計原則（米国会計原則審議会

意見書、米国財務会計基準審議会基準書等）に基づいて作成されています。 

 

2. 棚卸資産の評価基準 

製商品および仕掛品は平均法により、原材料は主として最終仕入原価法により取得原価を

算出し、低価法により評価しています。 

 

3. 有価証券の評価基準 

米国財務会計基準審議会基準書第 115 号「負債証券及び持分証券投資の会計」を適用して

います。 

 

4. 有形固定資産の表示および減価償却の方法 

有形固定資産は取得原価によって表示しており、有形固定資産の減価償却は主として定率

法によっています。 

 

5. リース会計 

米国財務会計基準審議会基準書第 13 号「リース会計」を適用しています。 

 

6. 法人税等 

資産・負債法による税効果会計を適用しており、税率変更による繰延税金資産および負債

への影響は、その税率変更に関する法律の制定日を含む連結会計年度の損益として認識して

います。 

 

7. 退職給付債務 

米国財務会計基準審議会基準書第 87 号「事業主の年金会計」および基準書第 158 号「確

定給付型年金及びその他の退職後給付制度に関する事業主の会計」を適用しています。 

 

8. デリバティブ取引 

米国財務会計基準審議会基準書第 133 号「金融派生商品（デリバティブ）及びヘッジに関

する会計処理」を適用しています。 
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セ グ メ ン ト 情 報 

１.事業の種類別 (単位：億円)

２００７年度 ２００６年度 
 
売上高 前年比 営業利益 利益率 前年比 売上高 営業利益 利益率

ＡＶＣネットワーク 43,196  106 2,523 5.8 115 40,641  2,200 5.4

アプライアンス 13,164  106 864 6.6 104 12,471  831 6.7

デ バ イ ス 13,987  102  1,050 7.5 105 13,777  999 7.2

電工・パナホーム 19,103  103  964 5.0 122 18,587   789 4.2

日本ビクター 1,831  28 △   97 △5.3 - 6,466  △   57 △0.9

そ の 他 15,361  104 642 4.2 106 14,840  605 4.1

計 106,642  100 5,946 5.6 111 106,782  5,367 5.0

消去又は全社 △15,953  - △  751 - - △15,700  △  772 -

連 結 決 算 90,689  100 5,195 5.7 113 91,082  4,595 5.0

 
(注) １. 事業区分の方法 

 当社の事業を、内部経営管理と同期化させた事業ドメイン会社毎のグローバル連結ベースに区分して
いますが、2007年4月1日付でヘルスケア事業をパナソニック四国エレクトロニクス㈱へ統合したことに

伴い、2006年度の「ＡＶＣネットワーク」と「アプライアンス」のセグメント情報を2007年度の表示に

合わせて組み替えして表示しています。 

２. 区分の主な構成 

 ○ AVCネットワーク: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ社 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 

 ○ アプライアンス: ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟ･照明社･松下ｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 

 ○ デ バ イ ス: 半導体社･松下電池工業㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱･ﾓｰﾀ社 

 ○ 電工・パナホーム: 松下電工㈱･ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 

 ○ 日 本 ビ ク タ ー: 日本ﾋﾞｸﾀｰ㈱（日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より持分法

適用関連会社となっております。） 

 ○ そ の 他: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱･松下溶接ｼｽﾃﾑ㈱ 

３. 基礎的試験研究費および親会社の本社管理部門にかかる費用を配賦不能営業費用とし、「消去又は

全社」の項目に含めて表示しています。 

２.所在地別 (単位：億円)

２００７年度 ２００６年度 
 
売上高 前年比 営業利益 利益率 前年比 売上高 営業利益 利益率

日 本 67,895  97 4,221 6.2 103 69,710  4,094 5.9

米 州 12,131  89 221 1.8 98 13,573  225 1.7

欧 州  12,182  101 204 1.7 147  12,100  139 1.1

アジア･中国他  29,600  103 1,251 4.2 140  28,747  894 3.1

計 121,808   98 5,897 4.8 110 124,130  5,352 4.3

消去又は全社 △31,119  - △  702 - - △33,048  △  757 -

連 結 決 算 90,689  100 5,195 5.7 113 91,082  4,595 5.0

 

％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％
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貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

 資 産 の 部   負 債 ・ 純 資 産 の 部  

科 目 
2007 年度末 

(2008.3.31現在) 
2006 年度末 

(2007.3.31現在) 
増 減 科 目 

2007 年度末 

(2008.3.31現在) 
2006 年度末

(2007.3.31現在)
増 減 

流 動 資 産  1,739,787 1,853,986 △114,199 流 動 負 債 1,797,423 1,826,136 △ 28,713

現 金 預 金  23,795 172,879 △149,084 支 払 手 形 1,644 1,300 344

受 取 手 形  2,254 5,150 △  2,896 買 掛 金 496,035 486,413 9,622

売 掛 金  542,097 565,190 △ 23,093 未 払 金 38,389 33,529 4,860

有 価 証 券  45,020 79,824 △ 34,804 未 払 費 用 389,980 437,109 △ 47,129

未 収 入 金  114,529 112,239 2,290 賞 与 引 当 金 55,159 54,573 586

預 け 金  398,436 377,177 21,259 未 払 法 人 税 等 2,095 5,058 △  2,963

短 期 貸 付 金  261,357 156,501 104,856 諸 預 り 金 等 770,121 754,466 15,655

繰 延 税 金 資 産  114,373 156,873 △ 42,500 諸 引 当 金 44,000 53,688 △  9,688

製 商品・半製品  125,594 117,333 8,261 固 定 負 債 333,123 326,130 6,993

原材料・仕掛品・貯蔵品  84,665 76,943 7,722 社 債 100,000 100,000 ―

そ の 他  28,895 35,053 △  6,158 退 職給付引当金 22,544 31,759 △  9,215

貸 倒 引 当 金  △  1,228 △  1,176 △     52 長 期 預 り 金 等 210,579 194,371 16,208

固 定 資 産  2,864,654 2,962,693 △ 98,039 負 債 合 計 2,130,546 2,152,266 △ 21,720

有 形 固 定 資 産  (   319,502)(   338,555) ( △ 19,053)株 主 資 本 2,406,786 2,478,620 △ 71,834

建 物 ・ 構 築 物  126,369 132,717 △  6,348  資 本 金 258,740 258,740 ―

機 械 装 置  65,873 89,793 △ 23,920  資 本 剰 余 金 570,082 570,023 59

車両・工具器具  15,387 15,874 △    487  資 本 準 備 金 568,212 568,212 ―

土 地  83,977 91,949 △  7,972  その他資本剰余金 1,870 1,811 59

建 設 仮 勘 定  27,896 8,222 19,674  利 益 剰 余 金 2,177,430 2,146,425 31,005

無 形 固 定 資 産  (    54,163)(    49,851) (     4,312)  利 益 準 備 金 (    52,749)(    52,749) (      ― )

投資その他の資産  ( 2,490,989)( 2,574,287) ( △ 83,298)  その他利益剰余金 ( 2,124,681)( 2,093,676) (    31,005)

投 資 有 価 証 券  472,061 661,994 △189,933  圧縮記帳積立金 18,464 17,894 570

関係会社株式・出資金  1,755,038 1,742,908 12,130  配当準備積立金 81,000 81,000 ―

投資損失引当金  △  46,137 △ 101,822 55,685  別 途 積 立 金 1,918,680 1,918,680 ―

繰 延 税 金 資 産  139,794 40,057 99,737  繰越利益剰余金 106,537 76,102 30,435

そ の 他  170,233 231,150 △ 60,917  自 己 株 式 △ 599,466 △ 496,568 △102,898

    評価・換算差額等 67,109 185,793 △118,684

     その他有価証券評価差額金 55,429 170,507 △115,078

     繰延ヘッジ損益 11,680 15,286 △  3,606

    純 資 産 合 計 2,473,895 2,664,413 △190,518

資 産 合 計 4,604,441 4,816,679 △212,238 負債・純資産合計 4,604,441 4,816,679 △212,238
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損  益  計  算  書 

（単位：百万円） 

項    目 

２００７年度 

2007年4月 1 日から 
2008年3月31日まで 

２００６年度 

2006年4月 1 日から 
2007年3月31日まで 

前年比 

   ％    ％ ％

売 上 高  4,862,220 100.0 4,746,868  100.0 102 

売 上 原 価  3,931,596 80.9 3,786,723  79.8 104 

売 上 総 利 益  930,624 19.1 960,145  20.2 97 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  797,852 16.4 818,156  17.2  

営 業 利 益  132,772 2.7 141,989  3.0 94 

営 業 外 収 益  141,396 2.9 94,038  2.0  

（ 受 取 利 息 ） （ 8,921 ） （ 7,447 ）   

（ 受 取 配 当 金 ） （ 75,316 ） （ 52,677 ）   

（ そ の 他 ） （ 57,159 ） （ 33,914 ）   

営 業 外 費 用  63,025 1.3 94,425  2.0  

（ 支 払 利 息 ） （ 6,814 ） （ 5,650 ）   

（ そ の 他 ） （ 56,211 ） （ 88,775 ）   

経 常 利 益  211,143 4.3 141,602  3.0 149 

特 別 利 益  7,777 50,373    

（ 投資有価証券売却益） （ 4,574 ）  （ 2,225 ）   

（関係会社株式売却益） （ 562 ）  （ 29,246 ）   

（ 固 定 資 産 売 却 益 ） （ 2,127 ）  （ 18,902 ）   

（抱合せ株式消滅差益） （ 514 ）  （ ― ）   

特 別 損 失  84,556  16,115    

（ 関 係会社株式評価損） （ 32,320 ） （ ― ）   

（ 減 損 損 失 ） （ 41,050 ）  （ ― ）   

（事業構造改革特別損失） （ 10,577 ）  （ 8,719 ）   

（ そ の 他 ） （ 609 ）  （ 7,396 ）   

税 引 前 当 期 純 利 益  134,364 2.8 175,860  3.7 76 

法人税、住民税及び事業税  14,708 16,180    

法 人 税 等 調 整 額  19,356  60,877    

当 期 純 利 益  100,300 2.1 98,803   2.1 102 

   （注）「減損損失」は、主に、半導体社の国内事業の収益性が悪化したことに伴い、半導体生産設備等の 
帳簿価額を回収可能価額まで減額したことによるものであります。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
 ＜ 2007 年度（2007 年 4 月 1日～2008 年 3 月 31 日）＞ 

                                                       （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

その他

資 本

剰余金

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金
圧縮記帳

積立金

配当準備 

積立金 

別 途 

積立金 

繰越利益

剰余金

利 益

剰余金

合 計

2007 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,811 570,023 52,749 17,894 81,000 1,918,680 76,102 2,146,425

事業年度中の変動額      

圧縮記帳積立金の積立   570   △    570 ―

剰余金の配当     △ 69,295 △ 69,295

当期純利益     100,300 100,300

自己株式の取得     

自己株式の処分   59 59   

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
    

事業年度中の変動額合計 ― ― 59 59 ― 570 ― ― 30,435 31,005

2008 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,870 570,082 52,749 18,464 81,000 1,918,680 106,537 2,177,430

 

 

株主資本 評価・換算差額等  

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他

有価証券

評価差額金

繰 延

ヘッジ

損 益

評価・換算

差額等

合 計

純資産

合 計

2007 年 3 月 31 日残高 △496,568 2,478,620 170,507 15,286 185,793 2,664,413

事業年度中の変動額    

圧縮記帳積立金の積立  ― ―

剰余金の配当  △ 69,295 △ 69,295

当期純利益  100,300 100,300

自己株式の取得 △103,112 △103,112 △103,112

自己株式の処分 214 273 273

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
  △115,078 △  3,606 △118,684 △118,684

事業年度中の変動額合計 △102,898 △ 71,834 △115,078 △  3,606 △118,684 △190,518

2008 年 3 月 31 日残高 △599,466 2,406,786 55,429 11,680 67,109 2,473,895

 
 
 
 
 
 
 
 



松下電器産業【単独】 
 

 
  

＜ 2006 年度（2006 年 4月 1日～2007 年 3 月 31 日）＞ 

                                                       （単位：百万円） 
株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 資 本 

準備金 

その他

資 本

剰余金

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金
圧縮記帳

積立金

配当準備 

積立金 

別 途 

積立金 

繰越利益

剰余金

利 益

剰余金

合 計

2006 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,715 569,927 52,749 8,377 81,000 1,918,680 42,063 2,102,869

事業年度中の変動額      

圧縮記帳積立金の積立   9,517   △  9,517 ―

役員賞与     △    258 △    258

剰余金の配当     △ 54,989 △ 54,989

当期純利益     98,803 98,803

自己株式の取得     

自己株式の処分   96 96   

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
    

事業年度中の変動額合計 ― ― 96 96 ― 9,517 ― ― 34,039 43,556

2007 年 3 月 31 日残高 258,740 568,212 1,811 570,023 52,749 17,894 81,000 1,918,680 76,102 2,146,425

 

 

株主資本 評価・換算差額等  

自己株式 
株主資本 

合  計 

その他

有価証券

評価差額金

繰 延

ヘッジ

損 益

評価・換算

差額等

合 計

純資産

合 計

2006 年 3 月 31 日残高 △343,598 2,587,938 150,475 ― 150,475 2,738,413

事業年度中の変動額    

圧縮記帳積立金の積立  ― ―

役員賞与  △    258 △    258

剰余金の配当  △ 54,989 △ 54,989

当期純利益  98,803 98,803

自己株式の取得 △153,179 △153,179 △153,179

自己株式の処分 209 305 305

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額(純額) 
  20,032 15,286 35,318 35,318

事業年度中の変動額合計 △152,970 △109,318 20,032 15,286 35,318 △ 74,000

2007 年 3 月 31 日残高 △496,568 2,478,620 170,507 15,286 185,793 2,664,413

 
 



松下電器産業【単独】 
 
（重要な会計方針） 
 
１．棚卸資産の評価の方法           
    製品・半製品・仕掛品 … 総平均法による低価法 
    商品・原材料・貯蔵品 … 最終仕入原価法による低価法 
 
２．有価証券の評価の方法 
    子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法 
  その他有価証券 
    時価のあるもの     … 期末日の市場価格等に基づく時価法 
                  （評価差額は全部純資産直入法により処理し、 
                   売却原価は移動平均法により算定） 
    時価のないもの     … 移動平均法による原価法 
 
３．デリバティブの評価の方法  … 時価法 
 
４．減価償却の方法 
  有形固定資産の減価償却方法 … 定率法 
  無形固定資産の減価償却方法 … 定額法  
 
５．投資損失引当金の計上の方法 
  国内・海外の関係会社等に対する投資に係る損失に備えるため、財政状態等を勘案して、会社所定の
基準により損失見込額を計上しております。 

 
６．退職給付引当金の計上の方法 
  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

計上しております。なお、会計基準変更時の差異(42,077 百万円、会計基準変更時点の代行部分を除
く差異の金額は 17,115 百万円)については、15 年による均等額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による均等額を翌期から費用処理して
おります。 

 
７．リース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、 
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
８．ヘッジ会計の方法 
  ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。 
 
９．消費税等の会計処理方法は、税抜方式によっております。 
 

（重要な後発事象） 
 

当社は、平成 20 年 4 月 1日付で、松下冷機㈱との間で締結した吸収合併契約書に基づき、同社を吸収合

併いたしました。また、当社は、同日付で、パナソニックＳＳエンジニアリング㈱との間で締結した吸

収分割契約書に基づき、当社のパナソニック システムソリューションズ社が営む国内流通事業を分割し

てパナソニックＳＳエンジニアリング㈱に承継いたしました。 



 

２００８年４月２８日 
松下電器産業株式会社 

 

１．連 結 業 績 （単位：億円） 

   ２００７年度 ２００６年度 前 年 比 

 売 上 高  ９０,６８９ ９１,０８２
 
    １００%

国 内  ４５,４４８ ４６,１６５       ９８%
 

海 外  ４５,２４１ ４４,９１７      １０１%

 営 業 利 益  ５,１９５ ( 5.7%) ４,５９５ ( 5.0%)     １１３%

 税 引 前 利 益   ４,３５０ ( 4.8%)  ４,３９１ ( 4.8%)      ９９%

 当 期 純 利 益   ２,８１９ ( 3.1%)  ２,１７２ ( 2.4%)     １３０%

 

 

基本的１株当たり 
当 期 純 利 益 

 

 
   132 円 90 銭     99 円 50 銭  33 円 40 銭

 

 

希薄化後１株当たり

当 期 純 利 益 
 

 
   132 円 90 銭     99 円 50 銭  33 円 40 銭

(注)１.当社の連結決算は米国会計基準に準拠しております。 

２.連結対象会社数(親会社および連結子会社) 556 社  持分法適用関連会社数 139 社 

３.日本ビクター㈱およびその連結子会社（以下、日本ビクターグループ）は 

2007 年 8 月より持分法適用関連会社となっております。 
したがって、それ以降の日本ビクターグループの業績は、2007 年度の 
売上高･営業利益･税引前利益に含まれておりません。 
なお、これに伴う前年実績の変更はしておりません。 
参考：2006 年度の当社連結業績に含まれる 

日本ビクターグループ 2006 年 8 月～2007 年 3 月の売上高：4,403 億円 

２．単 独 業 績 （単位：億円） 

２００７年度 ２００６年度 前 年 比 

 売 上 高  ４８,６２２  ４７,４６９      １０２%

 国 内  ２７,４４０  ２６,８０１     １０２%

 輸 出  ２１,１８２  ２０,６６８     １０２%

 営 業 利 益  １,３２８ ( 2.7%) １,４２０ ( 3.0%)    ９４%

 経 常 利 益  ２,１１１ ( 4.3%) １,４１６ ( 3.0%) １４９%

 当 期 純 利 益  １,００３ ( 2.1%) ９８８ ( 2.1%)    １０２%

 １株当たり当期純利益  47 円 29 銭  45 円 26 銭  2 円 03 銭

 
潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 

 

 
47 円 29 銭  45 円 26 銭  2 円 03 銭

 

                       ［お問い合わせ先］財務・ＩＲグループ  TEL 06-6908-1121 

連 結 及 び 単 独 決 算 概 要 
２００７年度（第１０１期）



松下電器産業【連結】 

           連 結 商 品 部 門 別 売 上 高 

（単位：億円） 

部    門 
２００７年度 

（構 成 比） 
２００６年度 

（構 成 比） 前年比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  
      １７,９９２ 

        （２０％） 

      １６,７０３ 

        （１８％） 

        ％

  １０８ 

 情 報 ・ 通 信 機 器  
      ２２,０２６ 

        （２４％） 

      ２０,９４４ 

        （２４％） 

 

  １０５ 

 ＡＶＣネットワーク  
      ４０,０１８ 

        （４４％） 

      ３７,６４７ 

        （４２％） 

 

  １０６ 

 ア プ ラ イ ア ン ス  
      １２,８３０ 

        （１４％） 

      １２,１２１ 

        （１３％） 

 

  １０６ 

 デ バ イ ス  
      １１,５０３ 

        （１３％） 

      １１,２６９ 

        （１２％） 

 

  １０２ 

 電 工・パナホーム  
      １７,３０７ 

        （１９％） 

      １６,９８１ 

        （１９％） 

 

  １０２ 

 日 本 ビ ク タ ー  
       １,８０５ 

        （ ２％） 

       ６,３８６ 

        （ ７％） 

 

   ２８ 

 そ の 他  
       ７,２２６ 

        （ ８％） 

       ６,６７８ 

        （ ７％） 

 

  １０８ 

 合 計  
      ９０,６８９ 

      （１００％） 

      ９１,０８２ 

      （１００％） 

 

  １００ 

国 内 売 上 高  
      ４５,４４８ 

        （５０％）

      ４６,１６５ 

      （５１％） 

 

  ９８
内 

 

訳 海 外 売 上 高  
      ４５,２４１ 

        （５０％） 

      ４４,９１７ 

        （４９％） 

 

  １０１ 

（地域別海外売上高内訳） 

 米 州  
     １２,５０７ 

       （１４％）

    １３,８１１ 

     （１５％） 

        ％

  ９１

 欧 州  
     １２,１２９ 

       （１３％） 

    １２,１８０ 

       （１３％） 

 

  １００ 

 ア ジ ア ・ 中 国 他  
     ２０,６０５ 

       （２３％） 

     １８,９２６ 

       （２１％） 

 

  １０９ 

 合 計  
     ４５,２４１ 

       （５０％） 

     ４４,９１７ 

       （４９％） 

 

  １０１ 

（2007 年度 国内・海外売上高内訳） 

 国 内 売 上 高 前年比 海 外 売 上 高 前年比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  ４,８１７ １０３ ％ １３,１７５ １０９ ％

 情 報 ・ 通 信 機 器   １０,９４７ １０５   １１,０７９ １０５  

 ＡＶＣネットワーク   １５,７６４ １０４   ２４,２５４ １０８  

 ア プ ラ イ ア ン ス   ６,７７０ １００   ６,０６０ １１３  

 デ バ イ ス   ３,９９０ １０１   ７,５１３ １０３  

 電 工 ・パナホーム   １４,１５６ ９９   ３,１５１ １１９  

 日 本 ビ ク タ ー   ４５９ ２５   １,３４６ ２９  

 そ の 他   ４,３０９ １０２   ２,９１７ １１９  

 合 計   ４５,４４８ ９８   ４５,２４１ １０１  

（注）１．2007 年 4 月 1日付でヘルスケア事業をパナソニック四国エレクトロニクス㈱へ統合したことに伴い、 
2006 年度の「ＡＶＣネットワーク」と「アプライアンス」の売上高を、2007 年度の表示に合わせて 
組み替えして表示しています。 

２．日本ビクター㈱およびその連結子会社は 2007 年 8 月より持分法適用関連会社となっております。 
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